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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第44期第１四半期連結累計（会計）期間及び第45

期第１四半期連結累計（会計）期間については潜在株式が存在しないため、第44期については１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第45期 
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第44期 

会計期間 
自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日 

自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日 

自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日 

営業収益（百万円）  4,834  4,226  18,516

経常利益（百万円）  188  123  852

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（百万円） 
 69  71  △615

純資産額（百万円）  10,594  9,667  9,578

総資産額（百万円）  23,722  22,183  22,022

１株当たり純資産額（円）  1,395.16  1,277.74  1,267.36

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）（円） 

 9.33  9.56  △82.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  43.9  43.0  42.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 70  121  1,035

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △469  △108  △837

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 434  △71  △26

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 824  890  941

従業員数（人）  991  1,036  1,046
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間における重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,036  (200)

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 607  (190)
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(1）輸送実績 

(2）営業収益 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の回復や在庫調整の進展、政府の経済対策の効果等によ

り、景気の急激な悪化には歯止めがかかったものの、設備投資の減少に加え、雇用・所得環境の悪化による個人消

費の冷え込み等、依然として重い足どりのまま推移しております。 

 当物流業界においては、企業の在庫調整による貨物輸送量の減少、運賃水準の低迷等、事業環境は極めて厳しい

ものがありました。 

 このような中、当社グループは、拠点としては初となる東北地区（福島県）における衛生ケア用品の３ＰＬ（サ

ード・パーティ・ロジスティクス）事業の受託、同業他社との協業による食品の共同配送業務の拡大等の営業活動

を展開してまいりましたが、化学品、家具等、主力商品の貨物輸送・保管量の減少を補完するには至りませんでし

た。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の営業収益は42億26百万円（前年同期比12.6％減）となりました。 

 利益面におきましては、減収に加え、新規業務の立上費用の先行等により営業利益は１億49百万円（前年同期比

31.5％減）、経常利益は１億23百万円（前年同期比34.2％減）となりました。また、四半期純利益は、前年同期に

おいて特別損失57百万円を計上していたことから、71百万円（前年同期比2.5％増）となりました。 

 部門別の営業収益の状況は次のとおりであります。 

 物流事業の営業収益は41億66百万円（前期比12.9％減）となりました。その内訳は、輸送部門が27億39百万円

（前年同期比15.6％減）、倉庫部門は14億26百万円（前年同期比7.1％減）となりました。その他事業（不動産事

業）は60百万円（前年同期比10.6％増）となりました。 

第２【事業の状況】

１【営業の状況】

区分 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

実績 前年同四半期比（％） 

延実働車輌台数（台）  26,988  90.2

輸送トン数（トン）  144,188  93.2

走行距離（㎞）  6,355,937  86.9

事業の種類別セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

金額（百万円） 前年同四半期比（％） 

物流事業  4,166  87.1

その他事業  60  110.6

合計  4,226  87.4

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ、１億61百万円増加の221億83百万円

となりました。主な要因は、売掛金の増加によるものです。 

 負債の部合計は、前連結会計年度末に比べ、72百万円増加の125億16百万円となりました。主な要因は、長期借

入金が減少したものの、短期借入金及び営業未払金が増加したためであります。 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ、88百万円増加の96億67百万円となりました。主な要因は、その他有価

証券評価差額金及び繰延ヘッジ損益の増加等によるものです。 

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は８億90百万円となり、前

連結会計年度末より50百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は１億21百万円（前年同期比73.8％増）となりました。これは主に税金等調整前四

半期純利益１億22百万円、減価償却費１億32百万円及び仕入債務の増加１億62百万円による増加と、売上債権の増

加１億90百万円及び法人税等の支払額82百万円による減少があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は１億８百万円（前年同期比77.0％減）となりました。これは主に有形固定資産の

取得による支出73百万円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は71百万円（前年同期は４億34百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入

金の純増減額３億35百万円による増加と長期借入金の返済支出３億46百万円及び配当金の支払額59百万円による減

少があったことによるものです。 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5）研究開発活動 

  該当事項はありません。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

  平成20年度の総貨物輸送量は９年連続の減少となり、貨物保管量も停滞する中、業界内での競争は激化の一途を

辿っており、物流業界は依然厳しい状況下にあります。 

  このような中、当社グループとしては、適正運賃・保管料の確保に努める一方、物流戦略商品の創出、提案営業

の強化、システム導入による省力化など、利益重視に一段の軸足を移してまいる所存です。 

  また、株式会社住友倉庫との間では、海外との一貫物流の拡大、倉庫ノウハウの共有化など、シナジー効果の具

体化を図っており、今後もこのような協業化への動きを促進してまいります。 

   

  ところで、当社は、平成21年６月24日付け内部統制報告書にて公表のとおり、当社元従業員による当社資産の流

用を疑わせる取引に関し、当該元従業員を監督すべき立場にいた元取締役が適切な処理を行わず、このことは統制

環境の重要な不備に当たるとして、前連結会計年度末時点における内部統制は有効でなかったと報告いたしまし

た。 

  現在、社内調査対策委員会及び社外調査委員会において、元従業員による不正行為の事実関係の調査、不正行為

が財務諸表等に及ぼす影響の検証、今後の再発防止策の検討等を鋭意行っており、調査終了次第、しかるべき報告

を行う方針であります。 

  当社は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の重要性は十分認識しております。内部監査体制の充実、コン

プライアンスの一層の推進等を図り、当連結会計年度内に上記の不備を是正し、内部統制システムの適切な整備・

運用に努めてまいる所存です。 

  

  なお、将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において判断したものです。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  17,600,000

計  17,600,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月６日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  7,546,000  7,546,000 ジャスダック証券取引所 
単元株式数 

100株 

計  7,546,000  7,546,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年４月１日～

平成21年６月30日 
 －  7,546,000  －  1,284  －  1,070

（５）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）当社は、平成21年６月30日現在で自己株式84,764株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.12％）を所有し

ております。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（６）【議決権の状況】

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      84,700
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,459,000  74,590 － 

単元未満株式 普通株式       2,300 － － 

発行済株式総数  7,546,000 － － 

総株主の議決権 －  74,590 － 

  平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

遠州トラック株式

会社 

静岡県袋井市木原

627番地の３ 
 84,700  －  84,700  1.12

計 －  84,700  －  84,700  1.12

２【株価の推移】

月別 
平成21年 

４月 
５月 ６月 

最高（円）  794  735  730

最低（円）  709  683  694

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,059 1,098

受取手形及び売掛金 2,443 2,249

販売用不動産 181 202

繰延税金資産 57 67

その他 224 232

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 3,963 3,848

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  5,004 ※1  5,039

機械装置及び運搬具（純額） ※1  259 ※1  263

土地 10,824 10,824

建設仮勘定 68 31

その他（純額） ※1  61 ※1  59

有形固定資産合計 16,218 16,217

無形固定資産 252 244

投資その他の資産   

投資有価証券 282 234

繰延税金資産 243 256

その他 1,223 1,220

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,749 1,711

固定資産合計 18,220 18,174

資産合計 22,183 22,022
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,544 1,376

短期借入金 5,839 5,552

未払法人税等 59 92

賞与引当金 33 99

その他 508 490

流動負債合計 7,983 7,612

固定負債   

長期借入金 3,995 4,293

退職給付引当金 239 233

負ののれん 22 24

その他 275 280

固定負債合計 4,532 4,831

負債合計 12,516 12,443

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金 1,086 1,086

利益剰余金 7,206 7,194

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,517 9,505

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 24 △9

繰延ヘッジ損益 △20 △40

為替換算調整勘定 12 0

評価・換算差額等合計 15 △49

少数株主持分 133 122

純資産合計 9,667 9,578

負債純資産合計 22,183 22,022
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業収益 4,834 4,226

営業原価 4,456 3,917

営業総利益 378 308

販売費及び一般管理費 ※  159 ※  159

営業利益 218 149

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 2 1

負ののれん償却額 － 1

その他 3 6

営業外収益合計 6 10

営業外費用   

支払利息 32 31

その他 4 4

営業外費用合計 37 36

経常利益 188 123

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

固定資産除却損 0 －

投資有価証券評価損 41 1

たな卸資産評価損 16 －

特別損失合計 57 1

税金等調整前四半期純利益 131 122

法人税等 55 50

少数株主利益 6 1

四半期純利益 69 71
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 131 122

減価償却費 145 132

支払利息 32 31

投資有価証券評価損益（△は益） 41 1

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） 77 △190

たな卸資産の増減額（△は増加） 29 22

仕入債務の増減額（△は減少） △46 162

その他 6 13

小計 417 296

利息及び配当金の受取額 3 2

利息の支払額 △29 △28

和解金の支払額 － △67

法人税等の支払額 △324 △82

法人税等の還付額 2 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 70 121

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △436 △73

有形固定資産の売却による収入 1 0

その他 △34 △35

投資活動によるキャッシュ・フロー △469 △108

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 450 335

長期借入れによる収入 400 －

長期借入金の返済による支出 △354 △346

配当金の支払額 △59 △59

その他 △1 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 434 △71

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22 △50

現金及び現金同等物の期首残高 802 941

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  824 ※  890
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当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

  該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によ

っております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、7,523百万円で

あります。 

  

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、7,399百万円で

あります。 

２．受取手形割引高は、191百万円であります。 ２．受取手形割引高は、199百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

人件費 百万円88

（内賞与引当金繰入額）  (1)

（内退職給付費用）    (1)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

人件費 百万円97

（内賞与引当金繰入額）  (5)

（内退職給付費用）  (2)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（平成20年６月30日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定 百万円 913

預入期間が３か月を超える定

期預金 
 △88

現金及び現金同等物  824

（平成21年６月30日現在）

  （百万円）

現金及び預金勘定 百万円 1,059

預入期間が３か月を超える定

期預金 
 △168

現金及び現金同等物  890
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

（株主資本等関係）

普通株式 7,546,000株

普通株式 84,764株

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月11日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成21年３月31日 平成21年６月24日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．主な事業区分は次のとおりであります。 

(1）物流事業  一般貨物自動車運送事業・貨物運送取扱事業・倉庫事業 

(2）その他事業 不動産業 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

  本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

  海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、海外営業収益の記載を省略しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  4,780  54  4,834  －  4,834

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  4,780  54  4,834 (－)  4,834

営業利益  318  26  345 (126)  218

  
物流事業 

（百万円） 
その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

営業収益           

(1）外部顧客に対する営業収益  4,166  60  4,226  －  4,226

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  4,166  60  4,226 (－)  4,226

営業利益  247  24  272 (122)  149

【所在地別セグメント情報】

【海外営業収益】
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

平成21年５月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（イ）配当金の総額…………………………………………59百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………８円00銭 

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日…………平成21年６月24日 

（注）平成21年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行

います。 

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,277 74 １株当たり純資産額 円 銭1,267 36

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純利益金額 円 銭9 33

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純利益金額 円 銭9 56

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

四半期純利益（百万円）  69  71

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  69  71

期中平均株式数（株）  7,461,341  7,461,236

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月12日

遠州トラック株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 前田 徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年８月６日

遠州トラック株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後藤 研了  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 前田 徹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 




